
【発達障がい児支援の取組】

目指すべき

方向性

《情報連携体制》 ■   発達支援に係る庁内連絡会の開催

保育幼稚園課 【 対象 】

子育て総務課 　発達障がい者トータルライフ支援に関連する部署

学校教育課

健康づくり課

障がい福祉課

　　① 分かりやすい総合窓口
■  発達支援に関する総合相談窓口の設置（R2.7.1～）

（障がい福祉課） ○発達支援室

・室長1名（保健師）、臨床心理士1名、保健師1名

・庁内外の関係課・関係機関との連絡調整

○相談窓口

・場所は本庁１階63番窓口

・3名常駐（保健師2名、臨床心理士1名）

・予約制での相談

・対象は義務教育終了まで

　　② 本人・保護者への情報発信 ■  地域の社会資源をまとめたハンドブックの活用

（障がい福祉課） ・引き続き、ハンドブック等を活用し、情報発信を行う。

・保護者や保育園、幼稚園、小学校等の関係機関に配布。

・相談者にもハンドブックを活用しながら、説明等を行う。

令和４年度までの取組 今後の取組（案）

・事業を進める中での共有すべき情報や課題について、引き続き
情報交換を行う。

・R2年度に子どもの気になる行動とその対応について、相談窓口、社会資源についてまとめた
内容のハンドブックを作成。

・相談窓口を継続して開設し、庁内外の関係課・関係機関と連携
を図りながら支援を行っていく。

資料５
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目指すべき

方向性
令和４年度までの取組 今後の取組（案）

　　③ 健診後のフォロー体制

・専門職による発達相談 ■  ほほえみ相談室

（健康づくり課） ・臨床心理士、専門医、言語聴覚士による個別の発達相談を実施。

　R3年度からは、専門医及び言語聴覚士の相談枠を拡充している。

◎  臨床心理士

・月６回、１人１時間×３枠　年間72回、216枠

・必要に応じて、新版Ｋ式や遠城寺式発達検査等を行う。

◎   専門医

・月１～２回、１人３０分×３枠　年間15回、45枠

・相談対応は、佐賀整肢学園こども発達医療センターの小児科医に依頼

・相談では、必要に応じ専門医療機関への紹介状を発行し、スムーズな受診につな
がっている。

・対象は、健診や健診後の電話フォローなどで発達の遅れや発達障がい等が疑われる子ども

※臨床心理士の相談は、慢性的な相談待機が生じていた。R４年
度途中からは、発達支援室の心理士相談へ枠を振り分けることで
待機期間の短縮が図れている。今後も発達支援室と連携を図りな
がらスムーズに相談対応ができる体制を整えていく。
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目指すべき

方向性
令和４年度までの取組 今後の取組（案）

◎ 言語聴覚士

・月１回、１人45分×5枠　年間12回、60枠

・相談対応は、佐賀県言語聴覚士会から相談員を派遣

・主な相談内容は、言葉の遅れや吃音、発音不明瞭などである。

・相談では、家庭での関りの助言の他、詳しい検査や訓練の必要性を認めた場合には、
専門医療機関の受診を案内している。

■  すくすく子育て相談会

・行動・発達面が気になる就学前の子どもや育てにくさ等で育児に不安のある保護者を対象に
「NPO法人それいゆ」の相談員が個別に相談を行う（令和４年度からは公認心理士による個別
相談）。

・月２回×４枠・50分（年間24回・96枠）
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目指すべき

方向性
令和４年度までの取組 今後の取組（案）

　・早期診断・療育事業 ■   早期診断事業 ・引き続き、受け入れを行っていく。

（子育て総務課） ・１～２歳の子どもとその保護者を対象に２週間に１回の発達相談を行い、診断につなげる。

■   クラスルームといろ ・引き続き、受け入れを行っていく。

・就学前の児童を対象に、３歳未満は２週間に１回の個別療育を、３歳児以上は週１回の集団
療育を実施する。

■   療育実践研修事業

・市内の児童発達支援事業所に対してクラスルームといろの療育のノウハウを実践的に学んで
もらう。

・療育実践研修事業の一環として、別に市内の児童発達支援事業
所に対して一問一答研修を行う。
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目指すべき

方向性
令和４年度までの取組 今後の取組（案）

　　③ 健診後のフォロー体制 ■  親子教室の開催

◎  親子教室（R2年度から佐賀整肢学園こども発達医療センター委託） ・親子教室（委託）の継続開催

　　・対象：診察待機等の未就学児とその保護者

・親子教室 　　・１グループ親子５組＊６回の教室を３グループ開催

（障がい福祉課）

◎  親子あいあい教室（直営）の開催（R4年度新規） ・親子あいあい教室（直営）は、２グループ開催予定

　 ・作業療法士会や佐賀女子短期大学、西九州大学等に専門職や
　　 学生ボランティアの派遣を依頼

　 ・対象：発達障がいの診断はないが、保育園などの集団の場で困り
　　 　　　がある未就学児（年中児優先）とその保護者

　 ・メンバー：臨床心理士、作業療法士、保育士、保健師
　　　　　　　学生ボランティア（保育学科・作業療法学科）

　・実施回数：１グループ　親子５組*３回の教室、教室終了後園へ訪問
  　 (令和４年度はモデル的に１グループ開催）

・ペアレントトレーニング ■  発達障がい者及び家族支援事業 (前向き子育て教室）

（障がい福祉課） 　・前向き子育て佐賀に委託

　・発達障がいの疑いや発達障がいのある子を持つ親向けの教室
　（ステッピングストーンズトリプルPグループワーク実施）
  ・2期（9～11月・1～3月）開催（定員20名）

    【令和3年度実績】：10名参加

■ 発達支援アドバイザーの配置 ・引き続き、発達支援アドバイザーによる訪問を続行する。

・R2年度から「発達支援アドバイザー」を元佐賀大学教授日野久美子氏へ委嘱

（保育幼稚園課） ・週１回特別支援教育相談員と同行訪問

・専門的見地からの園児の見取りと園の保育士・幼稚園教諭に対し、支援及び助言、
研修等の実施

　　<発達支援アドバイザー巡回回数>

■ 特別支援教育相談員による園の巡回相談

　・R3年度から１名増員し、5名体制で園の巡回相談を行う。

  ④ 診断待機やグレーゾーンを
　　対象にした支援

　・ 保育園・幼稚園等への
　　 巡回相談の強化
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目指すべき

方向性
令和４年度までの取組 今後の取組（案）

　　⑤ 学校での学習環境の整備 ■   校内での学習支援教材・教具の充実 〇   特別支援教育における研修の充実

（学校教育課）

■   特別支援教育に関する体制整備 〇   特別支援教育に関する体制整備

・特別支援教育コーディネーター研修会を行い、校内支援体制の充実を図る。（全５回）
・自立活動の充実に向けた研修を行い、各学校における指導体制の整備を図る。
・幼小・小中連携の充実についての研修を実施し、連携体制の強化を図る。

 　<特別支援教育コーディネーター研修会>

■   発達障がい児相談室運営事業 〇   発達障がい児相談室運営事業

　（ひまわり相談室） 　（ひまわり相談室）

・特別支援教育に係る学校訪問を行い、各学校の特別支援学級や通級による指導、通常の学級
において支援を必要とする児童生徒の教育内容等について情報提供・指導助言を行う。

・佐賀市独自の研修会（四次元ポケット）における特別支援教育
に関する研修会を充実させ、人材の育成を図る。

・発達障がいを理由に学校への適応に困っている児童生徒を対象とし、本人、保護者及び学校
関係者を交えた相談業務を行うことにより、学校生活への適応を図る。

・引き続き相談業務に取り組み、発達障がいのある児童生徒が安
心して生活できる環境作りに取り組んでいく。

・引き続き特別支援教育コーディネーター研修会を開催し、校内
支援体制を整える。

（R4年後期の予定）
・10/13…発達障害のある児童生徒の理解や学校と関係機関との
連携の在り方について
・12/１…自立活動の実践発表（2名）
・２/未…研修報告（ICTを活用した指導）、事務連絡
※自立活動については、各学校の校内研修等で使用することがで
きる資料を配布予定。

【令和4年度（上半期）実績】

・４/15…支援員、個別の教育支援計画等について

・５/23…就学事務、教育支援委員会等について

・６/30…幼保こ小連携に向けて

【令和3年度実績】

・５月…コーディネーターの役割について（資料配布）

・６/22…福祉との連携、高校入試における合理的配慮

・10/11…WlSC‐Ⅳの分析・活用、小中連携

・12/３…児童生徒の将来に寄り添った進路指導

・２/18…知的障害特別支援教育の充実に向けて

【令和４年度（上半期）実績】

・ガイダンス相談…相談回数２７回（２ケース）

・来室相談…相談回数１３回（７ケース）

・電話相談…相談回数８回（６ケース）

・検査実施…相談回数６０回（１７ケース）

＊令和4年度から集計変更あり

【令和3年度実績】

・ケース相談…相談回数３７回（３ケース）

・ケース外相談…相談回数９０回（２５ケース）

（内訳）検査３１回（９ケース）

来室相談１８回（７ケース）

検査・相談３９回（１０ケース）

電話相談２回（２ケース）
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目指すべき

方向性
令和４年度までの取組 今後の取組（案）

　⑪ 様々な媒体を通した啓発活動 ■  市民向けの啓発活動 ・引き続き啓発活動に取り組む。

（障がい福祉課） ・ハンドブックの活用、ホームページや市報等で情報発信を行う。

・世界自閉症啓発デー（4月2日）に合わせ、毎年3月27日～4月8日までを

　「佐賀市発達障がい啓発週間」と定め、啓発活動を行う。

　（本庁舎1階窓口に啓発用ミニのぼりを設置したり、ブルーにデコレーション

　を行う。佐賀市立図書館に発達障がいに関する書籍の特設コーナーの設置、

　筑後川昇開橋のブルーライトアップなど）

【令和3年度実績】

【令和3年度実績】
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